
特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の概要 
 集団予防接種等（集団予防接種及び集団ツベルクリン反応検査）の際の注射器の連続使用によるＢ型肝炎ウイルスの
感染被害の全体的な解決を図るため、当該連続使用によってＢ型肝炎ウイルスに感染した者及びその者から母子感染
した者を対象とする給付金（下記２．の（１）から（４）までをいう。以下同じ。）の支給、給付金の支給事務を行う法人、給付
金に充てるための基金に関する措置その他所要の措置を講ずる。 

１． 対象者 
 （１） 対象者は、昭和23年から昭和63年までの集団予防接種等における注射器の連続使用により、７歳になるまでの間にＢ型肝炎ウイル

スに感染した者及びその者から母子感染した者（特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者） 
 （２） 対象者の認定は、裁判上の和解手続等（確定判決、和解、調停）において行う。 
 

２． 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者を対象とする給付金の支給 
 （１） 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金 
        イ 死亡・肝がん・肝硬変（重度）                                  3,600万円  
      ロ 肝硬変（軽度）                                  2,500万円  
      ハ   慢性Ｂ型肝炎（ニの者は除く。）                                            1,250万円  
    ニ 除斥期間が経過した慢性Ｂ型肝炎      
             （ⅰ） 現在、慢性肝炎にり患している者 等 (※１)            300万円          (※１) 現に慢性肝炎にり患していないが、治療を受けたことのある者 

             （ⅱ）  過去、慢性肝炎にり患した者のうち、(ⅰ)以外の者    150万円  
    ホ 無症候性持続感染者（ヘの者は除く。）                                 600万円 
    ヘ 除斥期間が経過した無症候性持続感染者                             50万円 
 （２） 訴訟手当金：弁護士費用、検査費用を支給         
 （３） 追加給付金：病態が進展した場合、既に支給した（１）の金額との差額を支給 
 （４） 定期検査費等(※２)：無症候性持続感染者の慢性肝炎又は肝がんの発症を確認するための検査に係る一部負担金相当等（※３）を支給  
   （５） 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金の請求には、５年間の請求期限を設ける。 
   （６） 給付金の支給事務は、社会保険診療報酬支払基金が行う。 
 
３． 費用 
  社会保険診療報酬支払基金に給付金の支給に要する費用に充てるための基金を設置し、政府が交付する資金をもって充てる。 
 

４． 財源（附則） 
  政府は、平成24年度から平成28年度までの各年度において支払基金に対して交付する資金については、平成24年度において必要な財
政上及び税制上の措置を講じて、確保する。 
 

５． 見直し規定（附則） 
  施行後５年を目途に給付金の請求の状況を勘案し、請求期限及び財源について検討し、必要に応じて所要の措置を講ずる。 

【公布日】平成23年12月16日 【施行日】平成24年1月13日（一部の規定については、公布の日から施行） 

(※２)母子感染防止医療費、世帯内感染防止医療費、定期検査手当 
(※３)母子感染防止もしくは世帯内感染防止のための医療費の一部負担金又は 
    定期検査手当 



 Ｂ型肝炎訴訟は、幼少期に受けた集団予防接種等の際に、注射器が連続使用され
たことによってＢ型肝炎ウイルスに持続感染したとされる方々が、国に対して損害
賠償を求めている集団訴訟です。この訴訟については、裁判所の仲介の下で和解協
議を進めた結果、平成２３年６月に、国と原告との間で「基本合意書」を締結し、
基本的な合意がなされました。 
 今後提訴をされる方々への対応も含めた全体の解決を図るため、「特定Ｂ型肝炎
ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」が平成２４年１月１３日から
施行され、裁判上の和解等が成立した方に対し、法に基づく給付金等が支給されま
す。 

 給付金の金額等は以下のとおりです。 

■死亡・肝がん・肝硬変（重度） ３,６００万円 
■肝硬変（軽度）        ２,５００万円 
■慢性肝炎               １,２５０万円（※１） 

 ※１ ２０年の除斥期間を経過した者については、現在も慢性肝炎の状態にある者等：３００万円  

                          現在は治癒している者     ：１５０万円 

■無症候性キャリア ５０万円〒定期検査費等（※２） 

 ※２ ２０年の除斥期間を経過していない者については、６００万円 

（注１）「除斥期間」について 

 「不法行為の時」から20年間を経過すると、「除斥期間」という制度により損害賠償請求権が消滅するこ

ととされています（民法724条）。 

 Ｂ型肝炎訴訟では、除斥期間の起算点（「不法行為の時」）については、① 無症候性キャリアの方につ

いては集団予防接種等を受けた日になりますが、② 慢性肝炎を発症した方の起算点は、その症状が発症し

た日になります。 

（注２）除斥期間を経過した無症候性キャリアについて 

除斥期間を経過した無症候性キャリアについては、給付金50万円に加え、以下の費用が支給されます（そ

れぞれ回数に上限があります）。 

    ・定期検査費用（実費、年４回まで）  

  ・定期検査手当（定期検査１回につき15,000円、年２回まで） 

  ・母子感染防止のためのワクチン接種などの費用（実費） 

  ・世帯内家族の感染防止のためのワクチン接種などの費用（実費） 

 対象者の認定は、裁判所による和解協議等によって行います（裏面図参照）。 



 対象者は、７歳になるまでの間における集団予防接種等（昭和２３年から昭和 
６３年までの間に限る）の際の注射器の連続使用により、Ｂ型肝炎ウイルスに持続
感染した方及びその方から母子感染した方（これらの方々の相続人を含みます。）
になります。 
 和解協議で提出すべき証拠資料の内容など詳細につきましては、厚生労働省ホー
ムページに掲載している「Ｂ型肝炎訴訟の手引き」などをご覧下さい（お住まいの
自治体や医療機関等でも配布しています。）。 

 Ｂ型肝炎ウイルスについては、集団予防接種等の際の注射器の連続使用を含め、
様々な感染経路があり、かつ、本人の自覚なしに感染している可能性があります。
このため、過去に肝炎ウイルス検査を１回も受けたことがない方については、少な
くとも１回は肝炎ウイルス検査を受けていただくことが望ましいと考えます。 
 Ｂ型肝炎ウイルス検査は、お近くの保健所や医療機関で無料または低額で受ける
ことができます。詳細は、お住まいの自治体にお問い合わせください。 

（参考）肝炎の検査についてのパンフレット（厚生労働省作成）は、厚生労働省ホームページか
らダウンロードできます。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/05.pdf 

 厚生労働省では、和解の仕組みを分かりやすくお知らせする「Ｂ型肝炎訴訟
の手引き」などの関係資料をホームページに掲載しているほか、電話相談窓口
を設置しています。 
 

厚生労働省ホームページ【Ｂ型肝炎訴訟について】 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou/b-kanen/ 

 
【本件に関する照会先】 厚生労働省電話相談窓口 
   電話 ０３〓３５９５〓２２５２（年末年始を除く平日９時～１７時） 
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①医療記録等  
（証拠）の請求 

②各種医療記
録等（証拠）の
提出 

⑤社会保険診療報酬支払基金
へ給付金等の支給の請求 

⑥給付金等 
    の支給 

④和解協議手続、和解成立（和解調書の作成） 

③国を被告として、国家賠償請求訴訟を提起 
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